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　私は予算編成を通じて公共事業に関わってきましたが、日本のインフラ
は道路・鉄道ともに概成段階にあり、今後は「新しく作る」から「どう賢く使
うか」への発想転換が不可欠です。特に道路については、ETCの高度化を前
提に時間帯別料金や渋滞課金を柔軟に導入し、都市部の混雑抑制と地方
の利用促進を両立させるべきです。加えて、自動運転や自動物流レーンな
ど、新たな交通体系の整備を段階的に進めることが重要だと考えています。
　鉄道は民営化後の構造的課題が残っており、とくに北海道・四国・貨物は
抜本的議論が必要な時期に来ています。本州と地方の格差が固定化し、全
国ネットワークとしての最適性が損なわれている可能性があります。公共性
を踏まえ、収益路線による内部補助や運営の一体化なども含めた再設計が
求められます。また、フル規格新幹線に頼らない準新幹線のような中間的
投資も有効な選択肢として検討すべきです。こうした制度面の見直しが、地
域の持続性に直結するでしょう。
　また、治水では、“土木からデジタルへ”。既存ダムの事前放流やAIによる
最適運用など、ソフト対策を徹底し、極端気象に備えた新たな仕組みが
不可欠です。その上で、宇宙・物流・観光といった新分野への投資や、文化施
設・国立公園の収益化を通じた成長戦略も重要です。限られた財源の中で
効率と創造性を両立させ、持続可能なインフラ政策へと転換を図っていく
必要があると考えます。
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道路インフラ整備は成熟期を迎え、建設から利用へ。ICT活用も重要だ。
例えば、混雑緩和のためにダイナミックプライシングの導入もあり得る。

乱開発の抑制を理念に始まった国立公園制度。観光業が主流化する中、
収益確保や地域活性化のために、公園内の施設再編もあり得る。
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図１及び２： 財務省主計局次長  中山光輝氏


